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 第 

     

         
第６期障害福祉計画・
第２期障害児福祉計画  

第７期障害福祉計画・
第３期障害児福祉計画

第８期障害福祉計画・
第４期障害児福祉計画  

 　　第６次障害者計画 

（2027年度）

  7,918人 身体障害者手帳所持者数

 2,158人 療育手帳所持者数

254人 重症心身障害児者数

精神障害者保健福祉手帳所持者数  2,314人

自立支援医療（精神通院医療）受給者数  4,520人

 1,568人難病患者数

障害のある児童の保育所在園児数 132人

公立幼稚園での就園支援児数 124人

 小・中・高の合計 283人 支援学校在籍児童・生徒数

支援学級在籍児童・生徒数 小・中の合計 1,176人

身体障害者手帳１・２級と療育手帳Ａ判定の人

項　目 令和５年度の人数 備　考 

令和３年度
（2021年度）

４年度
（2022年度）

５年度
（2023年度）

６年度
（2024年度）

７年度
（2025年度）

８年度
（2026年度）

９年度 10年度
（2028年度）

11年度
（2029年度）

第５次障害者計画

第７期岸和田市障害福祉計画・ 
第３期岸和田市障害児福祉計画 

（令和６～８年度）

計画策定にあたって 

障害のある人の状況 

計画の期間

【概要版】

障害者手帳所持者数等

　本市では、障害者の総合的な計画である「障害者計画」と併せて、福祉サービスについて、必要な見込量と
確保策等を定めた「障害福祉計画・障害児福祉計画」を策定し、計画的な障害者施策の推進を図っています。
　これまでの計画の進捗状況を検証するとともに、ポストコロナなど障害のある人を取り巻く状況の変化
や国及び大阪府基本指針、近年行われた制度改正等を踏まえ、「第７期岸和田市障害福祉計画・第３期岸和
田市障害児福祉計画」を新たに策定します。
　計画期間は、令和６（2024）年度から令和８（2026）年度までの３年間です。 　 

　令和５年度現在の障害者手帳所持者数等は、以下の表のとおりです。 
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短期入所
  

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

短期入所（ショートステイ） 98 713650581 131 116

利用者数（人／月） 利用日数（人日／月）

日中活動系サービス 
  

  

  
  
  
  
  
  
   
  

生活介護 
自立訓練 
就労移行支援 
就労継続支援（A型） 
就労継続支援（B 型） 
就労定着支援 
就労選択支援
療養介護 

利用者数（人／月） 利用日数（人日／月）
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

627

36

119

144

922

23

26

647

36

133

157

1,010

25

94

27

666

39

146

170

1,095

28

103

27

10,371

434

2,156

2,577

14,710

10,672

434

2,408

2,814

16,065

10,961

481

2,643

3,050

17,372

居住系サービス 
 

  

自立生活援助 
共同生活援助（グループホーム） 
施設入所支援 

4

330

139

6

365

138

8

398

136

利用者数（人／月）
令和７年度 令和８年度令和６年度

 
 

   

 
  
  

相談支援

計画相談支援 
地域移行支援 
地域定着支援 

利用者数（人／月）
令和６年度 令和７年度 令和８年度

486

2

3

510

2

3

534

2

3

 
 

   

 

発達障害者等に対する支援

ペアレントメンターの人数 

人数（人）
令和６年度 令和７年度 令和８年度

0 5 5

  

1,090 1,207 1,322 15,249 16,940 18,599

55 56 55 5,539 5,601 5,492

132 141 2,715 2,938 3,138

2 2 2 48 48 48

0 0 0 0 0 0

122

訪問系サービス
利用者数（人／月） 利用時間（時間／月）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
居宅介護 
重度訪問介護 
同行援護 
行動援護 
重度障害者等包括支援 

福祉サービスの利用見込量 

１ 障害福祉サービスの利用見込量 
　各サービスの月平均の利用者数や利用日数等を以下のとおり計画します。利用日数とは、年間の全利用者
の利用延日数の合計を12か月で割った月平均日数です（以下同じ）。
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 業事援支等居入宅住  

  業事援支用利度制見後年成④  
⑤成年後見制度法人後見支援制度  

237 257  
26 33  
3 3  
30 30  

 

17

30

54

67

5,970
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利用日数（人日／年） 

①理解促進研修・啓発事業
相談支援事業等 令和６年度 令和７年度 令和８年度

③相談支援事業 
障害者相談支援事業
基幹相談支援センター等機能強化事業

②自発的活動支援事業
実施 実施 実施
実施 実施 実施

6 6
実施 実施 実施
実施 実施 実施
5 6 7

無 無 無

意思疎通支援事業等 

実施の有無

実施の有無

実施の有無

箇所数

実施の有無

実施の有無
人／年

6

568 617 665

260 330 400

277

40

3

30

手話通訳者派遣事業 
要約筆記者派遣事業 
手話通訳者設置事業 
手話奉仕員養成研修事業 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

日常生活用具給付等 

介護・訓練支援用具 
自立生活支援用具 
在宅療養等支援用具 
情報・意思疎通支援用具 
排泄管理支援用具 
居宅生活動作補助用具（住宅改修費）

利用者数（件／年） 利用時間（時間／年） 

利用者数（件／年） 

18

35

57

72

6,342

22

16

25

51

62

5,598

15

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 820 847 125,392 129,474 133,556793

利用者数（人／月） 利用時間（時間／年） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

移動支援事業 

機能強化事業Ⅰ型 
機能強化事業Ⅲ型 

移動支援事業 

地域活動支援センター事業

269

63

1

1

1

1

1

1

275

67

281

71

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
設置箇所数 利用者数（人／年） 

任意事業 

訪問入浴事業 
日中一時支援事業 

288

1,171

288

1,099

288

1,027

令和８年度 令和７年度 令和６年度 

２ 地域生活支援事業の利用見込量 
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児童発達支援 
放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 
居宅訪問型児童発達支援 
障害児相談支援 

障害児通所支援
・相談支援

利用者数（人／月） 利用日数（人日／月） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

利用回数（回／月）

1,742

11,342

97

10

1,767

10,576

87

10

1,783

9,797

76

10

160

830

57

1

119

162

774

51

1

111

163

717

45

1

利用人数（人／月）

（１） 施設入所者を令和４年度から３人削減 

（２） 長期入院患者数を令和４年度から44人削減 

（３）

（４）

（５） 自立支援協議会の相談支援部会を年10回開催 

（６）

福祉施設の入所者の地域生活への移行

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
の構築 

地域生活支援の充実 

福祉施設から一般就労への移行等 

相談支援体制の充実・強化等

障害児支援の提供体制の整備等

強度行動障害者の実情や求める支援サービス等に関する調査の
実施 

令和８年度中の就労移行支援事業等を通じた一般就労への
移行者数42人 

就労継続支援（Ｂ型）事業所における工賃の平均額を令和３年度
13,346円から令和８年度17,031円に 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所・放課後等
デイサービス事業所を令和８年度に各５か所確保 

医療的ケア児等に関するコーディネーターを令和８年度に
３名配置 

項　目 目　標

計画の推進に向けて 

成果目標 

３ 障害児福祉サービスの利用見込量 

主な成果目標

編集・発行 岸和田市福祉部障害者支援課・子ども家庭応援部子育て支援課 
〒596-8510 岸和田市岸城町７番１号 TEL：072-423-2121（代表）／ FAX：072-431-0580

　本計画は、岸和田市障害者施策推進協議会において点検・評価を行い、課題に対する必要な対応を図り
ます。障害福祉サービス等について、利用者本人をはじめ、家族や支援者等に対し、あらゆる機会や媒体
を活用し、継続的に周知・啓発を進めます。 

　本計画では、国の基本指針と、それに対する大阪府の基本的な考え方を踏まえつつ、成果目標を定めます。 


